令和2年度 秋田県税務統計書
20 　減免の状況
 （単位：円、件）  

	税目
	区　　　　分
	減　 　　免　 　　の　 　　理　 　　由
	減　　　　免

	
	
	
	税　　額
	件　数

	法　

人

県

民

税
	 条47①Ⅰ該当
 条47①Ⅱ該当
 条47①Ⅲ該当
　　　 
         計　　　　 
	　一般社団法人又は一般財団法人

　公益社団法人又は公益財団法人

　地方自治法第二百六十条の二第七項に規定する認可地縁団体  


	      525,600 

    1,360,800

   19,897,200

　 21,783,600
	      27 

      63 

     935 

　 1,025

	個

人

事

業

税


	 条  62  ①  Ⅰ  該 当

 条  62  ①  Ⅱ  該 当

 条  62  ①  Ⅲ  該 当

  　　　　計
	  生活保護法の規定により生活扶助を受けている者

  災害により自己所有に係る資産につき、損害の金額が資産の価格

　の総額の10分の 3以上であり、所得金額が千万円以下である者

  災害により自己又は控除対象配偶者若しくは扶養親族の所有に係

　る住宅又は家財について、損害の金額が資産の価格の総額の10分

　の 3以上であり、所得金額が千万円以下である者


	           － 

       　　－ 

           － 

          －
	  　  － 

   　 － 

      － 

     －

	不

動

産

取

得

税


	 条  79  ①  Ⅰ  該 当

 条  79  ①  Ⅱ  該 当

 条  79  ①  Ⅲ  該 当

  　 規 27 ① Ⅰ

   　規 27 ① Ⅱ

 　　規 27 ① Ⅱ の Ⅱ 

   　規 27 ① Ⅲ

 　　規 27 ① Ⅳ

   　規 27 ① Ⅴ

 　　規 27 ① Ⅵ

   　規 27 ① Ⅶ

 　　規 27 ① Ⅷ

   　規 27 ① Ⅸ

     規 27 ① Ⅹ


	　天災その他の災害により滅失し、又は損壊した不動産に代わるも

　のの取得

　取得した不動産がその取得の日から一年以内に天災その他の災害

　により滅失し、又は損壊した場合における不動産の取得

 （以下の規則で定めるもの）

　幼稚園を設置する者の直接保育又は教育の用に供するための不動

　産の取得

　農業近代化資金、株式会社日本政策金融公庫資金又は農業改良資

　金の貸付けを受けた者の共同利用に係る保管、生産又は加工の用

　に供する家屋の取得

　地方公共団体の補助金又は交付金の交付を受けた者が農林漁業経

　営の近代化又は合理化のため、共同利用に係る保管、生産又は加

　工の用に供する家屋の取得

　一般社団法人若しくは一般財団法人又は公益社団法人若しくは公

　益財団法人が国又は地方公共団体から補助金の交付を受けて行っ

　た不動産の取得

　一般財団法人国民休暇村協会が直接本来の事業の用に供するため

　の不動産の取得

　公益財団法人日本体育協会が設置する青少年スポーツセンターに

　係る不動産の取得

　信用保証協会が保証の債務を履行した場合における求債権の行使

　に伴う不動産の取得

　知事が入浴料金を定める公衆浴場の事業の用に供する家屋の取得

　集団移転促進事業又は災害危険住宅移転事業により、住宅を移転

　した者が移転前に自己の居住の用に供していた住宅及び当該住宅

　に係る宅地に代わる不動産の取得

　医療保健業を行う法人がその事業の用に供する不動産の取得

  土地区画整理事業の施行による家屋の移転又は除却に伴う損失補

　償金を受けた者の従前の家屋に代わる家屋の取得
	      153,396 

     　97,320

           － 

    1,030,914

       　　－

           － 

           － 

           － 

           － 

           －

     　 　 － 

           －

       76,694


	       3 

       2 

      － 

       2

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      －  

　    － 

      － 

       5




令和2年度 秋田県税務統計書
　　（単位：円、件）
　

	税

目
	区　　　　分
	減　 　　免　 　　の　 　　理　 　　由
	減　　　　免

	
	
	
	税　　額
	件　数

	不

動

産

取

得

税

	　　 規 27 ① ⅩⅡ
　　 規 27 ① ⅩⅢ
 　  規 27 ① ⅩⅣ
 　　　　　計
	　都市再開発法による市街地再開発事業の施行に伴い宅地、借地権

　又は建築物に対応して与えられる不動産の取得

　国又は地方公共団体に無償で譲渡され、又は帰属されることが確

　実で、国又は地方公共団体が公用又は公共の用に供する不動産の

　取得

　地方自治法第 260条の 2第 7項に規定する認可地縁団体が
　集会所その他専ら地域的な共同活動の用に供する不動産の取得

（H20.11.30以前は同条の 2第 1項に規定する地縁による団体が　　集会所その他専ら地域的な共同活動の用に供する不動産の取得）

　
	          －

   1,910,607 

   2,007,350 

                5,276,281
	      　－ 
15

21

48

	自

動

車

税

環

境

性

能

割


	 条  124の13 ①Ⅰ該 当

 条  124の13 ①Ⅱ該 当 　  

 条  124の13 ①Ⅲ該 当 　

 条  124の13 ①Ⅳ該 当 

 条  124の13 ①Ⅴ該 当

 条  124の13 ①Ⅵ該 当

 条  124の13 ①Ⅶ該 当

 条  124の13 ①Ⅷ該 当

    　　　
計
	  日本赤十字社の巡回診療の用に供する自動車又は血液事業の用に供する自動車
  秋田県厚生農業協同組合連合会の救急自動車又は巡回診療の用に

　供する自動車

　身体障害者が自ら運転する自家用自動車又は身体障害者等のため

　に生計を一にする者が運転する自家用自動車に係る自動車

  身体障害者等のみで構成される世帯に属する身体障害者等を常時

　介護する者が運転する自家用自動車              

  取得の日から一月以内に災害により滅失又は損壊した自動車

災害により滅失又は損壊した自動車に代わるものと認められる自動車を当該滅失又は損壊の日から三月以内に取得した場合の自動車

　構造上身体障害者等の利用に専ら供するためと認められた自動車

  構造上身体障害者等の利用に供するためと認めれた自動車又は専ら身体障害者等が運転するために構造の変更がなされた営業用自動車


	          －

          － 
   8,251,000 

      29,300

          －

          － 
   4,956,600 
      77,200

13,314,100

 
	      　－ 

      　－ 

       214

         1

      　－ 

      　－ 

        78 

        11

      304

	自

動

車

税

種

別

割
	 条  134 ①,②   該 当

 　  

  　

 条  135         該 当

 条  136         該 当

 条  136 の 2    該 当

 条  136 の 3    該 当

    　　　計

	  身体障害者等が自ら運転する自家用自動車              

  身体障害者等のために身体障害者等と生計を一にする者が運転する

　自家用自動車（常時介護する者が運転するものを含む。）

　精神障害者が所有する自家用自動車又は当該世帯に属するものが

  所有する自家用自動車

  天災その他の災害により損害を受けた場合で、修繕に要した費用

　の額が自動車税種別割の年税額に相当する金額を超える自動車

  生活路線を運行する一般乗合用バスと指定された自動車

  代替路線を運行する一般乗合用バス又は一般貸切用バスと指定され　た自動車

  構造上身体障害者等の利用に専ら供するための自動車


	235,601,400

 141,057,100

  47,417,200

          －

3,686,800
529,400

73,418,000
501,709,900
	     6,378 

     3,800

     1,278

      　－ 

       183 
        31 
1,637

13,307
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